
第２章 全体構想 
 

45 

１. 都市づくりの方針 

3.1 土地利用の方針 

 基本方針 

都市づくりの基盤となる土地利用については、将来都市構造の実現に向け、地域の特性に応じた

拠点の形成と環境に配慮した集約型の都市構造の形成を基本とします。 

都市機能の集約やネットワーク機能の形成にあたっては、自然環境との調和・共生に配慮し、適

切な市街地の形成を図るべき「都市的土地利用」と、良好な農村環境や、緑豊かな森林などの保全・

活用を図るべき「自然的土地利用」に分類し、それぞれの特性にふさわしい都市機能の計画的な誘

導や、生産・自然環境の保全・活用の方向性を定めます。また、これらは、それぞれが分離して成

立するものではなく、相互に支え合い、重層的な連携と補完を図ることにより、持続的な発展を可

能とする土地利用を推進します。 

 
 
 

 都市的土地利用の基本方針 

 広域に求心力を発揮する都市集約拠点の形成 

「山口都市機能誘導エリア」及び「小郡都市機能誘導エリア」に、高次都市機能の集積・

誘導を図り、市域を越えた圏域に及ぶ求心力や拠点性を高め、文化的交流や産業的交流など

の都市活動が営まれる、にぎわいある空間の形成を図ります。 
 

 地域の特性・役割に応じた魅力ある地域集約拠点の形成 

地域集約拠点として位置づけた拠点については、周辺の自然環境及び隣接する都市集約拠

点との調和・連携に配慮しながら、既存の都市機能を確保することにより、地域の特性に応

じた生活環境を維持するとともに、地域資源・特性を生かした交流の場としての拠点性を高

めます。 
 

 まとまりのある質の高い市街地の形成 

都市計画区域内の用途地域においては、現況の土地利用及び将来都市像を踏まえ、適正な

用途地域の配置や見直しなどにより、目指すべき土地利用の用途に応じた基盤整備や都市施

設の整備促進を優先的に図ることにより、災害リスクが低く安全・安心で良好な居住環境や

都市活動に資する環境を整備・保全し、都市機能の向上や、定住人口の増加を図ります。 

また、都市計画区域内の白地地域における既成市街地については、ゆとりある居住環境の

維持と、地域集約拠点における都市機能や生活利便施設の確保に配慮しつつ、必要に応じて

都市計画制度の導入などを検討し、周辺の自然的土地利用との調和・共生を図っていきます。 
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 自然的土地利用の基本方針 

 自然環境の保全・活用による質の高い空間の形成 

① 田園環境の保全・活用 

まとまりがある優良な農地や圃場整備により土地基盤が整った農地、また営農意欲の高い

地域においては、農業施策との連携・調整を図り、無秩序な開発を抑制し、農業振興地域の

中の農用地区域を中心に保全に努めます。 

特に、用途地域に隣接する白地地域においては、土地利用の状況を踏まえながら、都市機

能や市街地の拡散を抑制し、良好な自然環境の形成に努めつつ、既存のゆとりある自然環境

を保全します。 

また、農村集落においては、周辺の自然環境や景観等との調和に十分配慮しつつ、生活道

路など生活基盤施設の充実を進め、農村集落における良好な住環境の維持に努めます。 

なお、安定した生産基盤と集落地における人々の営みを背景として産出される付加価値の

高い新鮮な食資源やその生産等により生み出される風情ある景観など、個性ある地域資源を

活用し、近隣の異なる自然・歴史・文化・生産資源や都市部との連携を図りながら、魅力あ

る圏域を形成し、地域コミュニティや活力の維持・向上を含めた総合的な地域経済の活性化

を促進します。 

②山地・丘陵地の保全・活用 

山地や丘陵地が有する木材生産などの経済的機能と、災害防止、水源涵養、保健休養、大

気保全などの公益的機能との調和を図るため、森林施策との連携・調整を図りつつ、森林の

保全に努めます。 

市街地の背後となる山地については、本市を特色づける景観要素として、また、都市部に

おける身近なレクリエーション地としての保全・活用を図ります。 

また、平野部とは異なる地理・気候条件などを活用して営まれる農業環境が作り出す個性

ある農産物や景観についての保全・活用を図り、背景の奥深い豊かな自然環境と一体的につ

ながりを持たせ、魅力ある圏域を形成するとともに、都市部との交流を図る施策を展開し、

地域コミュニティにおける活力の維持・向上を含めた総合的な地域経済の活性化を促進しま

す。 

③海岸地の保全・活用 

海辺が持つ自然環境や、景観機能と海洋資源を活用した漁業・養殖業等との調和を図りつ

つ、レクリエーション地としての保全・活用を図るとともに都市部との交流を図る施策を展

開し、地域コミュニティにおける活力の維持・向上を含めた総合的な地域経済の活性化を促

進します。 

また、海域に起因する様々な災害から市民の財産や生命を守るため、景観や漁業等に配慮

しつつ、護岸などの整備を推進します。 
 

 適正な土地利用の誘導 

都市計画区域内の白地地域においては、現況の土地利用の状況などを踏まえ、必要に応じ

て用途地域の指定を検討するとともに、特定用途制限地域や開発許可制度の活用により、原

則として郊外部への都市機能及び市街地の拡散を抑制し、既存のゆとりある自然環境を保全

するエリアとして、環境に配慮した集約型の都市づくりを推進します。  
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また、都市計画区域外においては、他の土地利用規制制度や景観法に基づく制度などを活

用し、豊かな自然が持つ多面的機能と生産機能の保全を図りつつ、個性ある地域資源の活用

による地域活力向上を図ることとします。 
 

 地域の特性・役割に応じた魅力ある地域集約拠点の形成 

地域集約拠点として位置づけた拠点については、それぞれが持つ特性や環境との調和に配

慮しつつ、既存の都市機能の活用を図ることにより、周辺地域も含めた生活環境の利便性の

維持・向上と地域資源・特性を生かした交流の場としての拠点性を高めます。 

 
 土地利用の類型と配置・整備方針 

土地利用の基本方針に基づき、土地利用類型ごとの配置･整備の方針を定めます。 
 

土地利用類型 配置・整備の方針 

都 

市 

的 

土 

地 

利 

用 

高次都市機能 

集積地区 

山口都市機能誘導エリア、小郡都市機能誘導エリアで、既存ストックの活用とさら

なる高次都市機能の集積、及び都市基盤施設の優先的整備を推進し、広域的に求心

力を発揮する拠点性の高いエリアを形成します。 

地域商業地区 
近隣の地域住民の生活に密着した商業・業務施設や生活利便施設等の都市機能の維

持・集積を図ります。 

専用住宅地区 
低層又は中高層の住宅を中心とする良好な住宅専用の環境の形成、保全を図ります。

また、小規模な店舗などの立地を許容し、地域住民の生活の利便性を確保します。 

居住環境保全地区 
都市的な土地利用を図るエリアに隣接する居住環境として、都市機能や市街地の拡

散を抑制しつつ、既存のゆとりある居住環境を保全します。 

複合型住宅地区 
住宅を主体としつつ、一定の商業施設や業務施設等の立地を許容し、互いに調和の

とれた、複合住宅市街地の形成を図ります。 

軽工業地区 
工業系施設と住宅の混在が見られる地域においては、環境に及ぼす影響が小さい工

場の立地を許容するとともに、周辺の住環境等との共存を維持していきます。 

工業地区 

技術集約度の高い研究開発型企業等の受け皿として基盤整備が整えられているエリ

アにおいて、本市の主要な工業拠点としての機能の集積を図ります。また、交通利

便性が高く、住環境に及ぼす影響が小さいまとまりのある区域において、製造・工業

地の形成を図ります。 

流通業務地区 

高速自動車道など自動車専用道路のインターチェンジ周辺及び幹線道路沿道地域の

基盤整備が整えられたエリアにおいて、交通利便性の高さを生かした、流通業務拠

点として機能の集積を図ります。 

自 

然 

的 

土 

地 

利 

用 

農地・集落地区 

まとまりのある優良な農地については、第１次産業の重要な生産基盤として、農業

施策との連携を図りながら保全・活用を図ります。また、農業集落地については、

周辺環境に配慮しつつ、生活基盤施設の整備など良好な定住環境を形成していきま

す。 

山地・丘陵地区 

市街地を取り囲む山地・丘陵地については、都市の風致やレクリエーションをはじ

め、良好な都市環境に寄与する貴重な緑の環境として保全・活用を図ります。また、

市北部に広がる豊かな自然環境については、林業施策等との連携を図りながら保

全・活用を図っていきます。 

海岸･集落地区 

瀬戸内海沿岸の海岸については、優れた景観の享受を主体としたレクリエーション

環境として、保全・活用を図ります。また、防災面における機能強化として、景観

や漁業等に配慮しつつ、護岸整備などを推進します。 
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■土地利用方針図 
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3.2 市街地の整備方針 

（１） 基本方針 

本市の市街地は、椹野川流域の盆地の平野部及び幹線道路沿いを中心に形成されており、住宅を

主とした低密度の市街地が緩やかに広がっています。 

また、ＪＲ山口駅周辺やＪＲ新山口駅周辺においては、行政、商業、文化等の高次都市機能の集

積や事業所の集積が見られるとともに、大内氏時代の区割りを残すまちなみや、歴史のある温泉街

など様々な特性を有しています。 

このような本市が有する特性を生かし、都市としての魅力の向上や、暮らしやすい居住環境の形

成を目指し、「広域県央中核都市」にふさわしい高次の都市機能を充実させるとともに、山口らし

い歴史と文化的な魅力が漂う市街地の形成を進めます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 市街地整備の方針 

 山口都市機能誘導エリアにおける整備 

山口都市機能誘導エリアにおいては、歴史的資源や行政、文化、商業、教育、観光等の集積を

生かした、広域交流拠点にふさわしい活力と風格ある都市拠点づくりを推進します。 

行政や文化施設が多く集積する亀山周辺ゾーンでは、行政機能及び教育機能の維持・集積を図

り、アーケード街を中心に小売業の集積する中心商店街ゾーンでは、商業機能や娯楽・文化機能

の集積を図ります。また、これらの中心に位置する範囲には、医療機能・教育機能・ターミナル

機能の集積を図ります。このような高次都市機能の維持・集積にあたっては、施設整備を行う民

間事業者に対する支援を行うとともに、これらの施設を誘導するために必要となる都市基盤の整

備・再生、老朽化した施設の更新など、市街地の再整備を推進します。 

大内文化ゾーンでは、当該ゾーン特有の歴史資源の保全活用や歴史を学ぶ拠点施設機能や伝統

産業を継承する機能の整備・集積と、歴史の薫る風情あるまちなみの保全・形成に向けた整備を

進めます。併せて、当該ゾーンの活性化に寄与する事業活動を行う事業者や、地域のまちづくり

への支援等を実施します。 

湯田温泉ゾーンでは、まちなかに位置する利便性の高い都市型温泉地としての特性を生かし、

広域観光・宿泊拠点機能の充実を図るとともに、温泉地としての魅力を向上するための基盤整備

を推進し、市民や宿泊客以外の観光客も温泉街そのものを楽しめるよう、回遊性の高い、個性的

１）都市活力の源となる都市集約拠点の形成 

山口都市機能誘導エリア、小郡都市機能誘導エリアにおいて、それぞれの特性に応じ、高

次の都市機能の整備･集積を図ることにより、さらなる求心力や拠点性を高め、にぎわいにあ

ふれ、経済の活性化をけん引する魅力的で躍動感あふれる拠点づくりを推進します。 
 

２）既成市街地の再編・再生 

市街地の無秩序な拡大・拡散を抑制し、既存ストックを活用した集約型の都市づくりの推

進と、地域の特性に応じた暮らしやすい居住環境を形成するため、既成市街地の再編・再生

による市街地としての機能・環境の改善を図ります。 
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なまちなみの整備を促進します。また、料飲店が多く立ち並ぶ特性を生かしたこれら機能の集積

を図るとともに、温泉を活用した健康増進機能や保養機能の集積を図り、市民にとっての保養の

場としての活用を図ります。 

さらに、｢山口情報芸術センター｣や「産業交流拠点施設」、「維新百年記念公園」といった、本

市が有する多様な都市機能との連携を図り、宿泊・コンベンションの拠点としての機能強化を図

ります。 

情報・文化ゾーンでは、「山口情報芸術センター」や「中央図書館」、「中央公園」等が集積す

る特徴を生かし、市民が豊かな感性や知性を育むことのできる場として、情報教育・学習機能や

情報関連研究機能の集積を図ります。 

また、これらの各ゾーンが連携することにより、一体的な都市拠点づくりを進めます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 山口都市機能誘導エリアと早間田交差点 1km圏（参考） 
出典：山口市コンパクト・プラス・ネットワークのまちづくり計画（山口市版立地適正化計画） 
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 小郡都市機能誘導エリアにおける整備 

小郡都市機能誘導エリアにおいては、山口都市機能誘導エリアとともに、本市の広域的な産業

交流拠点として、中心的役割を担う都市拠点づくりを推進します。 

ＪＲ新山口駅北側の既成市街地については、市街地の更新を進めていくとともに、低未利用地

の有効活用に向けた調査・研究を推進します。 

ＪＲ新山口駅南側の基盤整備が行われた地区については、広域交通結節点である特性から、主

に業務機能の集積を図ることとし、当該エリア内に支店・営業所等の開設を行う民間事業者に対

して各種支援策を実施し、小郡都市機能誘導エリアにふさわしい土地利用を促進します。 

さらに、ＪＲ新山口駅における南北自由通路の整備等による南北市街地の一体化やターミナル

パーク整備による交通結節、県道山口宇部線（長谷ランプ）と当該エリアとのアクセス道路の整

備により、アクセス機能の強化を図り、広域交流拠点としての都市機能の向上を図ります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 小郡都市機能誘導エリアと新山口駅 1km圏（参考） 

出典：山口市コンパクト・プラス・ネットワークのまちづくり計画（山口市版立地適正化計画） 

 
 集約型都市の形成に向けた市街地形成 

市街地の無秩序な拡大・拡散を抑制し、集約型都市の形成を推進するため、白地地域内におけ

る開発の適正な規制・誘導を図ります。 

また、既存の都市施設のストックを活用しながら、既成市街地内での商業・業務機能や居住機

能を維持・増進していくため、市街地再開発等による既成市街地の再編・再生を図ります。 
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3.3 交通施設の整備方針 

 基本方針 

本市は、二つの高速自動車道や国道９号、国道２号、国道 262 号、国道 190 号などの主要な幹

線道路網と、ＪＲ山陽新幹線やＪＲ山口線、ＪＲ山陽本線、ＪＲ宇部線といった鉄道が東西南北を

結び、広域的な連携に優れた都市といえます。 

しかし、部分的に慢性的な渋滞が見られる箇所や、地域によっては鉄道やバスなどの公共交通が

不便であることに加え、マイカーへの依存が進んでいることから、公共交通の利用率が低下傾向に

あります。 

また、市街地の円滑な都市活動を支える都市計画道路においても、計画決定から長い年月が経過

し、その位置づけや整備の必要性に変化が生じていることも考えられます。 

こうした中、広域な市域全体や周辺市町との間において、将来都市構造におけるネットワークと

して利便性が高く多様な交流を円滑に支える交通体系の構築が必要であることから、既存の鉄道及

び道路網を活用した重点的な交通連携軸の強化を図り、市域全体の一体性を高めるとともに、既存

の交通施設の改良などによる機能更新と広域連携や都市内移動の円滑化に効果的な新規路線の重

点的整備を促進します。 

また、少子高齢化社会への対応や、環境負荷の少ない社会の実現に向け、誰もが利用しやすい公

共交通体系の構築や、歩行者や自転車が安全で快適に通行できる道路環境の整備を推進します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

１）利便性の高い広域交通ネットワークの確立 

既存の高速交通体系を生かしつつ、交通結節点の機能強化を図ることにより、環境負荷が

少なく、誰もが利用しやすく、都市から地域まで円滑に移動できる機能的な広域交通ネット

ワークの構築を図り、地域間交流が促進される都市づくりを推進します。 
 

２）生活、交流、産業活動を支える幹線道路ネットワークの構築 

機能的な幹線道路ネットワークや、地域資源を生かした道路ネットワークの構築を図り、

市内外における交流を促進し、都市活動の活性化を図ります。 
 

３）持続可能な公共交通ネットワークの形成 

拠点ネットワークの中でも、都市集約拠点と地域拠点間を結ぶ、鉄道や国道、県道を走る

主要な公共交通を主体としたネットワークを確保し、将来にわたり利便性の高い公共交通環

境の整備を促進することで、持続可能な公共交通ネットワークの形成を図ります。 
 

４）安全・安心に外出できる交通環境の整備 

道路や公共交通施設のバリアフリー化を推進するとともに、歩行者や自転車利用者に優し

い移動環境を整えます。 
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 交通関連施設の整備の方針 

 公共交通の整備の方針 

 機能的な公共交通ネットワークの構築 

都市から地域まで、円滑に移動できる機能的な公共交通ネットワークの構築のため、都市

集約拠点間においては、既存の鉄道及び道路網を活用した重点的なネットワークの強化を図

り、拠点同士の一体性を高めます。 

また、都市集約拠点と地域拠点、及び地域拠点間の移動については、既存の鉄道やバス路

線の活用により利便性の向上を図るとともに、周辺地域においては、交通弱者の移動手段が

確保できるようコミュニティ交通と基幹交通の連携を強化するなど、公共交通を利用しやす

い環境整備を推進します。また、新たな技術により多様化する移動手段や仕組みについての

調査研究を推進し、時代に応じた持続可能な公共交通体系の構築を図ります。 

 交通結節機能の強化と利用しやすい施設整備 

主に、既存の鉄道駅において、他の交通機関との乗り換えやすさやバリアフリー化を促進

し、また、地域交流の拠点としての二次的価値を高めるなどの活用を検討し、人々が利用し

やすく、交流が促進される施設として機能の向上を図ります。 

特に、ＪＲ新山口駅周辺においては、本市及び山口県の玄関として、さらなる利便性や景

観性の向上などを目指し、駅を含めた交通結節点の機能を高める基盤整備を推進していきま

す。 

 利用しやすい公共交通環境の整備 

各拠点や鉄道駅周辺などにおいては、パーク・アンド・ライドやサイクル・アンド・ライ

ドの導入に向けた駐車場・駐輪場の整備について検討を行い、自動車等を含めたアクセス性

の確保や、待合・乗継環境の改善により、公共交通機関への乗り換えを促進します。 

特に、自転車等の放置規制区域に指定されているＪＲ山口駅、ＪＲ湯田温泉駅、ＪＲ矢原

駅、ＪＲ新山口駅周辺については、規制と両輪となる駐輪場の拡大・増設などの整備を推進

します。 
  

 道路整備の方針 

 機能に応じた道路網の配置 

それぞれの役割に応じた道路網の整備や、公共交通を利用しやすい環境整備を促進するこ

とにより、市域における交流や円滑な交通流動の確保を図ります。 

特に、高速自動車道、地域高規格道路、国道及び一部の主要地方道を「広域幹線道路」と

して位置づけ、市内外における高速移動や広域連携を担う道路として機能の向上を図るとと

もに、主要地方道及び一般県道などを「地域幹線道路」として位置づけ、「広域幹線道路」

を補完し、市内の各拠点間の連携機能の向上を図ります。 

また、都市集約拠点を中心とした市街地において、街区の骨格を成す道路を「都市幹線道

路」として位置づけ、整備促進を図ります。 

また、新たな自動車技術の進展により、道路に求められる機能についての調査研究を進め、

時代に応じた道路整備の推進を図ります。  
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■将来道路網図 
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 広域交流連携と都市機能集約を促進する外郭環状道路の整備 

広域化した市域を連携する広域幹線道路網のより一層の充実や、広域交通拠点と連携した

幹線道路の整備を図ることにより、市域全体での活力維持・向上を図ります。 

また、都市集約拠点を中心とした市街地の骨格や外郭を形成し、環状機能を有する道路の

整備促進を図ることにより、都市集約拠点内への機能の集約化と都市環境内での都市活動の

円滑化を図ります。 

山口都市機能誘導エリアを中心とした市街地においては、国道９号や国道 262 号などの広

域幹線道路及び構想道路とともに、｢都市計画道路 大内平川線｣を『山口都市核外郭環状道路』

として位置づけることとします。 

特に、広域幹線や山口宇部線との連絡により、広域連携機能の強化が期待されると同時に、

環状機能により通過交通の市街地流入防止や、市街地関連交通の分散に寄与し、集約型都市

構造の骨格形成を担う路線として、現在未整備である都市計画道路の整備の促進を図ります。 

また、小郡都市機能誘導エリアを中心とした市街地においては、ＪＲ新山口駅南北で、既

存の都市計画道路を『小郡都市核外郭環状道路』として位置づけることとし、これらの整備

により、集約型都市構造の骨格が形成され、円滑な市街地関連交通の処理と拠点内の機能集

約化が可能となっています。その中でも特に、ＪＲ新山口駅表口と山口宇部線長谷インター

チェンジを直結する「都市計画道路 新山口駅長谷線｣の整備により、市内外にとどまらず、

県内外の交流連携を促進する強みを持つ広域交通拠点｢ＪＲ新山口駅｣と、本地域に直接連絡

する｢広域高速交通網｣がつながり、広域県央中核都市にふさわしい、一体性の高い広域交通

体系を形成しています。 
 

 歩行者・自転車等が利用しやすい空間整備 

幹線道路や主要な生活道路などを中心に、歩道未整備区間の歩道設置、歩道幅員不足箇所

の拡幅、バリアフリー化など、歩行者が安全に通行できる空間整備を推進します。 

特に、都市内の幹線道路については、既存の道路空間の再構築等を図るなどにより、歩行

者と自転車の通行区分や、歩行者・自転車道の整備など、歩行者と自転車がともに安全に通

行できる環境づくりを進めます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

▲街路整備事業 都市計画道路東山通り下矢原線（山口市若宮町） 
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 都市計画道路の適切な見直し 

都市計画道路は、交通機能や市街地の骨格形成機能等の多様な機能を有し、市街地の円滑

な都市活動を支える根幹的施設として、都市の将来像を踏まえて都市計画決定され、これま

で整備を進めてきました。 

しかしながら、未整備の都市計画道路の多くは都市計画決定から長い年月が経過しており、

その間に都市構造や交通動態など、都市計画道路を取り巻く社会情勢は様々な面で変化し、

その位置づけや整備の必要性に変化が生じています。 

このことから、平成 27 年（2015 年）に都市計画道路の見直しを行いました。今後も、本

市の将来都市像を踏まえた上で、社会情勢の変化に応じてその必要性について検証すること

とします。 
 

 南部の地域資源を活用し、多様な交流を促進する道路網の形成 

本市では、南部地域が有する多様な地域資源と既存施設を最大限に活用し、質の高い癒し

空間を創造し、これらと小郡都市核の有する広域的な求心力、拠点性とが連携する取組を進

め、域内外の交流人口の拡大と地域経済の活性化を図ります。 

こうした取組においては、既存道路を中心に、多様な交通手段を活用し、地域環境に配慮

した回遊型の道路網の形成を進めます。 
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■交通施設の整備方針図 
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■参考：都市核と地域拠点を結ぶ基幹ネットワーク 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 

 

 

 

 

 

 

   

  

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 都市核と地域拠点を結ぶ基幹ネットワーク 

基幹ネットワーク 
都市機能誘導エリアと地域拠点を結ぶ

鉄道や国・県道を走る主要な公共交通

を主体としたネットワーク 
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3.4 自然環境の保全・活用・整備の方針 

 基本方針 

本市は、市北部の長門峡県立自然公園に代表される奥深い山林や峡谷、市中部、南部の市街地周

辺に見られる山地、丘陵や河川、海岸など、山から海に至る豊かな自然環境資源に恵まれています。 

また、盆地や海岸沿いの平野部において穏やかに発達した市街地内には、公園や道路、河川沿い

などに整備した都市の緑地環境と、市街地を取り巻く周囲の山林や農地などが一体となり、本市の

景観を特色づけています。 

こうした自然環境は、水源を保全する機能や土砂災害・洪水防止などの機能のほか、野生動植物

の生息・生育環境を確保する役割を担うとともに、美しい景観の形成や、人々の多様なレクリエー

ションや自然体験の場の提供、また、都市部においては、災害時における防災性を向上させ、良好

な都市環境の維持を図るなど、多様な機能を有しています。さらに、地球温暖化の進行などにより

環境への負荷の低減が求められる中、二酸化炭素の排出抑制や、バイオマス資源としての活用など、

地域循環型社会の構築に大変重要な役割を担っています。 

こうしたことから、これら自然環境が果たす諸機能を保全するとともに、人々が交流する拠点と

して、これらの自然に触れ合える空間を形成し、都市の魅力創造、地域活力の向上に生かし、未来

への資産として継承していくことに努めます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 自然環境の保全・活用の方針 

 山地・丘陵地の保全・活用 

◆市街地を取り囲む山地・丘陵地については、良好な都市環境に寄与する貴重な自然環境で

あることから、風致地区の指定等により積極的な保全を図ります。 

◆仁保地域や徳地地域、阿東地域など、市北部に広がる豊かな山地については、水源涵養や

良好な都市環境を維持するために必要な資源であることから、その保全を図るとともに、

レクリエーションや森林セラピーなどの空間として活用を図ります。  

１）多様で豊かな自然環境の保全と活用 

中国山地から瀬戸内海に至る広大な山、河川、海岸など、多様で豊かな自然環境や、ま

とまりある田園環境、特色ある景観や地域経済を創出する農業生産環境などを保全すると

ともに市民や来訪者による自然体験などを含む観光やレクリエーション資源として、利活

用を図ります。 
 

２）都市公園の整備と維持 

地域の交流拠点となる大規模な公園や、身近な街区公園など、各種の公園が持つ役割や

機能、配置を踏まえながら、施設整備と維持を図ります。 
 

３）市街地内の緑化の推進 

ヒートアイランド現象の抑制や二酸化炭素の排出抑制に寄与し、都市にうるおいをもた

らすよう、公共施設や民間施設の敷地内緑化などを促進します。 
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 河川空間の保全・活用 

◆椹野川や佐波川、阿武川、及びそれらの支川については、水質及び河川敷の緑の保全や再

生を図るとともに、親水性の高いレクリエーション空間としての活用を図ります。 

◆河川整備にあたっては、河川が本来有する多様な生物の生息環境をできる限り損なうこと

のないよう留意します。 
 

 海辺空間の保全・活用 

◆秋穂地域から阿知須地域にかけての海岸沿いについては、自然海岸や海を臨む丘陵地など

を保全するとともに、瀬戸内海の眺望等を生かした海洋レクリエーションの空間として活

用を図ります。 

◆椹野川河口部の干潟や、きらら浜自然観察公園周辺については、渡り鳥など多様な生物が

生息しており、これらの貴重な自然環境の保全を図ります。 
 

 農地の保全・整備 

◆椹野川の下流部周辺や小鯖地域、仁保地域、徳地地域、阿東地域などの地区に形成される

まとまりのある優良な農地については、農業施策との連携を図りながら保全・整備を図り

ます。 
 

 水と緑のネットワークの形成 

◆公園や主要な幹線道路の街路樹、河川など、都市内にある様々な緑が連坦することによる

緑の相乗効果や、生物の生息環境の維持・創出を図るため、公園・緑地の適切な配置や、

幹線道路の街路樹等による水と緑のネットワークの形成を推進します。 

◆幹線道路や公園、河川などについては、都市防災の観点から、市街地における避難路・避

難場所の確保や、大規模な火災による被害を軽減するための延焼防止帯としてネットワー

クの形成を推進します。 

 
 公園・緑化の推進方針 

 拠点となる公園・緑地の整備 

◆市民や来訪者など多くの人が利用し、交流の拠点となる大規模な公園・緑地については、

施設の機能強化など利用しやすい環境づくりと活用促進を図ります。 

◆都市計画決定後長期未着手の公園については、必要性や実現性を十分検討したうえで、整

備の推進又は適切な見直しを検討します。 

◆誰もが安全で快適に利用できるように、公園のバリアフリー化を推進するとともに、災害

時には、避難場所などとしても対応できるよう防災機能の強化を推進します。 
 

 身近な公園等の整備と活用 

◆住民に身近な街区公園や近隣公園などといった住区基幹公園の整備を推進するとともに、

地域間の配置バランスを考慮した計画的な公園整備を図ります。 

◆既存の公園については、住民との協働による維持管理を推進し、施設の再整備、活用手法

について検討します。 
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 市街地内等の緑化の推進方針 

 歴史的・文化的資源と一体となった緑の保全・創出 

◆歴史的なまちなみや文化財、寺社等の緑地を保全し、復元整備と併せて緑地の創出を図る

など、歴史的・文化的資源と一体となった市街地の緑化と環境整備を推進します。 
 

 公共用地・民有地の緑化促進 

◆公共施設の敷地の緑化を積極的に進めるとともに、住宅団地や工業団地など、民有地の緑

化を促進します。 

◆風致地区等の制度活用により、市街地内やその周辺部の自然環境の保全と都市の風致の維

持・向上を図ります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

▲亀山公園山頂広場 ▲南若川（第 1回景観賞） 



第２章 全体構想 
 

64 

■自然環境の保全・整備方針図 
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3.5 景観形成の方針 

 基本方針 

本市には、その地形や歴史的背景に基づき、豊かな自然環境や、多様な文化資源を身近に感じら

れる市街地が形成されています。また、広がりある市域の中で、各地域の気候・風土に基づく生活

様式に根ざした地域固有の個性ある景観を見ることができます。 

こうした自然環境や景観要素は、その長い年月により培われた歴史的・文化的価値に加え、人々

が暮らしの一部として無意識に享受しているアイデンティティの形成に大きく寄与しています。ま

た、来訪者にとっては山口市を印象づける重要な要素であるといえ、これらの資源の保全、活用や、

より魅力的でにぎわいある空間を創出していくことで、山口らしさを継承し、市民にとって暮らし

やすく、魅力ある都市を形成していくことが可能となります。 

こうしたことから、自然環境や歴史文化などの地域の特性により形成された多様な価値を持つ景

観資源の保全・活用に向けた多様な取組を地域住民との協働のもとに展開していくこととします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

１）恵まれた自然・風土を守り生かした景観づくり 

市街地を取り囲む山なみ、北部の雄大な森、椹野川や佐波川、阿武川のうるおい、美し

い瀬戸内海の海岸線など、恵まれた自然・風土を守り生かした景観づくりを進めるととも

に、ふるさとの象徴ともいえる農山漁村の風景の継承に取り組みます。 
 

２）山口固有の歴史・文化を継承していく景観づくり 

大内氏から毛利氏ゆかりのまちなみ、萩往還や石州街道、山陽街道の面影、秋穂八十八

ヶ所霊場、阿知須の港町、近代建築物など、山口固有の歴史や文化を大切にし、未来へ継

承していく景観づくりを進めます。 
 

３）人々の生活の営みや生業と一体となった景観づくり 

農林漁業などの生産活動の舞台である農地や山林、港や、人々が暮らす集落地や住宅地、

伝統的な祭礼や季節の行事などと一体となり、日常的に親しまれる景観づくりを進めます。 
 

４）都市の価値を高めるにぎわいの景観づくり 

ＪＲ新山口駅周辺など、本市の広域交流拠点として重要な役割を担う施設等において、

本市の顔となるような景観づくりを推進します。 



第２章 全体構想 
 

66 

 景観形成の方針 

 地域資源を生かした景観の保全・形成の方針 

 歴史的資源を生かした景観形成 

◆大内文化や明治維新ゆかりの建造物など、市内随所に残る歴史的な遺産を、保存・修復し、

景観資源として活用するとともに、これらの資源が生かされるよう、周辺地区を含めたま

ちなみのルールづくりを地域住民との協働により推進します。 

◆都市部のうるおいある景観として、一の坂川周辺の豊かな自然環境と美しいまちなみを保

全・継承するため、景観法に基づく景観計画において景観形成重点地区の指定を行い、住

民・事業者と一体となった景観まちづくりを進めています。大内文化地区・新山口駅周辺

地区においては重点地区指定を見据え、景観の保全・活用に向けた住民の意向や地区の実

情を反映した、きめ細やかなルールづくりを推進します。 

◆シンボル的な建造物については、所有者の意向を踏まえつつ、景観重要建造物の指定等に

より適切な保全を図ります。 
 

 ふるさとの風景の継承 

◆広大な開作地や中山間地域などに広がる棚田や果樹園等の田園風景を後世に伝えていく

ため、各種制度の活用により、営農環境の維持・保全を図ります。 

◆山間部などに形成されている赤瓦屋根の集落地、瀬戸内海に望む漁港と漁業集落、人々の

暮らしとともにある寺社など、ふるさと山口の景観を継承していく取組を展開していきま

す。 

◆中国山地の深いみどり、市街地を囲む山なみ、市街地をうるおす河川の水辺、美しい瀬戸

内の海岸線など、多様で恵まれた自然景観の保全を図ります。 

◆景観法などの各種制度を活用することで、地域の景観特性を生かしつつ、地域の環境や実

情を踏まえ、建築物などに対して適切なコントロールを実施し、山口らしい景観形成を推

進します。 
 

 住む人がまちに愛着と安心を持てる景観づくり 

◆それぞれの地域で暮らす人がまちに愛着と誇りを持ち、また、安心して暮らし続けていく

ことができるよう、地域地区の活用などにより、地域ごとにふさわしい規模の建築物など

の立地誘導等を図ります。 

◆地区計画などを積極的に活用し、地域の合意形成のもと、まとまりのある良好な市街地景

観の形成を図ります。 
 

 公共空間における良好な景観形成の方針 

 シンボル的景観の形成 

◆まちの玄関口である主要鉄道駅周辺や、人々が集まる拠点地区等については、来訪者や住

民にそのまちを印象づける重要な空間であることから、それぞれの地区にふさわしい魅力

ある景観形成を図ります。 

◆ＪＲ新山口駅周辺においては、広域交流拠点としてふさわしい、にぎわい、求心力のある

都市の顔づくりを継続します。 
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◆湯田の温泉街や商店街など多くの人が集う地区においては、山口らしい文化的なにぎわい

を感じられる景観づくりを誘導するとともに、歩行者の快適性と回遊性を意識した景観形

成を図ります。 
 

 景観を意識した公共施設の整備 

◆公共施設の整備にあたっては、施設の性質と周辺の景観に及ぼす影響を考慮し、地域の良

好な景観形成につながるよう事業を進めます。 

◆主要な道路における電線類の地中化や街路樹等の整備などを行うことで、良好な街路景観

の形成を推進します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▲パークロード （第 3回景観賞） ▲石垣棚田              （第 2回景観賞） 

▲新山口駅南北自由通路 
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3.6 その他の都市施設の整備方針 

 基本方針 

市民が安全で快適な都市活動・生活を行っていくためには、道路や公園・緑地などに加え、河川

や供給処理施設などの都市施設が適切に整備され、機能していくことが必要です。 

一方、持続可能な都市づくりを行うためには、生活の利便性や経済効率のみを追求するのではな

く、循環型社会の構築に向けたシステムづくりが不可欠です。 

本市を取り巻く状況を勘案しながら、以下の方針に基づいた都市施設の整備を推進し、生活の質

の向上を図り、暮らしやすい都市を目指します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 下水道の整備方針 

 公共下水道等の整備 

◆衛生的な生活環境の実現を図るとともに、自然環境への負荷を軽減しつつ循環型社会の形

成を進めるため、用途地域内を優先して公共下水道の整備を推進します。また、今後見込

まれる人口減少などの動向を勘案し、処理区の再編や他事業との連携など、地域の実情を

踏まえた効率的な処理手法を検討します。 

◆市街地の雨水については円滑な排除を行うとともに、雨水の浸透及び貯留による流出抑制

と組み合わせ、浸水被害の軽減に努めます。 

 
  

１）安全で快適な都市活動・生活を支える施設の整備 

住民が安全で快適な都市活動・生活を行うため、公共下水道等の効率的な施設整備を推進

します。 
 

２）河川の治水機能確保と両立した親水機能の向上 

河川については、水害の発生を防止する治水機能の確保を前提としながら、都市にうるお

いをもたらす空間としての整備を促進します。 
 

３）循環型社会の実現に資するシステムづくり 

限りある資源を有効に活用し、かつ環境に対する負荷を低減していくため、適正な供給処

理施設の整備と併せて、循環システムの構築を図ります。 
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■その他の都市施設の整備方針図（下水道の整備方針） 
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 河川の整備方針 

 河川の治水機能の向上 

◆本市を流れる佐波川水系、椹野川水系、阿武川

水系の河川について、整備計画水準を満たして

いない区間の整備を促進します。 

◆河川整備にあたっては、魚道の改築などの自然

環境への配慮とともに、周辺景観へも十分に配

慮するよう、関係機関との協議・調整を図りま

す。 
 

 自然豊かで都市にうるおいを与える川づくり 

◆河川が本来有する多様な動植物の生息空間と

しての環境の保全・整備により、都市にうるお

いを与え、流域の人々に親しまれる川づくりを

促進します。 

 
 その他公共施設の整備方針 

 リサイクル施設の充実と活用 

◆循環型社会の形成に向けて、不燃物中間処理センターの活用、リサイクルプラザ、各地域

の資源物ステーション等の既存施設の機能充実を図るとともに、施設の有効活用を進めま

す。 
 

 最終処分場の整備 

◆再利用、再使用が不可能な廃棄物の処分を可能とするため、一般廃棄物最終処分場の整備

を推進します。 
 

 上水道の整備 

◆良質な水道水を、将来にわたって安定供給していくため、老朽化した施設の更新や耐震化

などを推進します。 

 
 
  

▲阿武川     （第 1回景観賞） 
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3.7 都市防災の方針 

 基本方針 

近年、台風の大型化や局地的な集中豪雨などの異常気象の多発に伴い、洪水や土砂災害等が発生

しやすい状況にあります。また、地震や火災などは、その発生地点や発生時期の予測が難しく、ひ

とたび大規模な災害として発生すれば、様々な都市機能に影響を及ぼすことが想定されます。 

安心で安全な市民生活を守るためにも、防災・減災という観点から、災害を未然に防ぐ取組と、

災害が発生した際の迅速な対応について、地域住民などとの協働体制を含め、ハード・ソフトの両

面から防災体制を確立していく必要があります。 

こうした災害に備えた都市づくりの観点から、自然環境の保全や地域防災体制の充実・強化を図

るとともに、公園や幹線道路が持つ災害時の役割や機能の強化、治水対策としての河川改修の推進

と適切な維持管理を行い、また、建築物の不燃化、耐震化などを推進し、災害に強い都市づくりを

進めます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 都市防災の方針 

 自然災害の発生抑止 

◆河川の氾濫や内水などの水害の発生を抑止するため、白地地域や都市計画区域外での無秩

序な宅地開発を抑制し、山地や農地の保全による保水機能の維持、河川の流下能力の向上

による治水機能の強化、雨水排水施設の整備による浸水対策の強化などを推進します。 

◆土砂災害の発生を抑止するため、山地や丘陵地の保全による保水機能の維持、土砂流出や

土砂崩壊のおそれがある地区における宅地開発の抑制を図ります。 

◆高潮災害の発生を抑止するため、護岸の防護機能の強化などの対策を促進します。 
 

 災害に強い市街地等の形成 

◆地震や火災の発生に対し、建築物の倒壊や延焼を防止するため、建築物等の耐震化や不燃

化を促進するとともに、緑地やオープンスペースの確保に努めます。 

  

１）災害の発生を軽減する都市環境の形成 

豪雨や地震等の自然災害に対し、洪水や土砂災害の発生を起こりにくくするよう、山林や

農地等の自然環境の保全を図るとともに、都市基盤施設の機能強化や市街地の計画的整備を

推進します。 
 

２）災害発生時の被害を減らす都市環境づくりの推進 

災害が発生した場合において、人的・物的被害の拡大を防止し、迅速な対応を図るための

都市施設や防災環境の整備を推進します。 
 

３）地域力を生かした防災体制の確立・強化 

地域住民のコミュニティは、災害時にも極めて重要なものであり、これを強化し、効率的

に活動できる体制づくりを支援します。 
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◆災害時の避難路、緊急物資輸送経路として、幹線道路の整備を促進します。特に、地域間

を連携する道路で、積雪や豪雨等により通行止めとなる区間については、迂回路の整備な

どを検討します。 

◆共同溝の整備など、ライフライン施設の耐震性向上による機能確保を目指すとともに、ラ

イフラインが被害を受けた場合の早期復旧を可能とする情報システムの構築と活用を図

ります。 

◆身近な避難場所や、長期化した避難に対応できる公共施設の整備を推進するとともに、避

難・救助路を確保するため、細街路の拡幅や袋小路の道路の解消に努めます。 

◆浸水被害が発生しやすい地区において、雨水貯留施設の整備など、地域の特性に応じた手

法により、防災性能の向上に取り組みます。 

◆防災情報を活用した都市構造や市街地のあり方を検討します。 
 

 防災体制の確立と強化 

◆人的被害の回避および市民生活や社会経済活動への影響を軽減するため、テレビ・ラジオ、

防災メールなどを活用し、正確かつ迅速な災害情報の伝達を図ります。 

◆住民による地域の防災活動を強化するため、自主防災組織の結成促進と活動支援を行いま

す。 

◆洪水や高潮、台風、地震などの自然災害に備え、防災マップなどの整備と周知・活用を図

ります。 

◆行政、住民、企業など、多様な主体の役割分担による防災への取組を推進します。 
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